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地域医療連携推進法人の認定について 

（１）名称・主たる事務所の所在地 

名        称 地域医療連携推進法人よねざわヘルスケアネット 

主たる事務所の所在地 山形県米沢市相生町６番３６号 

（２）医療連携推進業務の内容 

【病院等相互間の機能の分担及び業務の連携】 

・医療機能の分担及び業務連携のための取組 

 ・地域包括ケアシステムの推進 

 ・医療従事者の確保・育成・人材交流の取組 

 ・共同研修の仕組みづくり 

 ・医療機器の共同利用 

 ・医療材料・薬品費等の共同交渉・共同購買 

 ・委託業務の共同交渉 

【介護事業その他地域包括ケアの推進に資する事業】 

 ・地域包括ケアを構成する各事業所との連携体制の整備 

（３）医療連携推進区域 

  米沢市 

（４）参加法人 

法人名 病院・施設名又は事業名 

① 米沢市 米沢市立病院 

② 一般財団法人三友堂病院 三友堂病院 

資料１－２ 



2 

１.医療連携推進方針について 

（１）医療連携推進方針に、下記の事項を記載していること。（法第７０条の３第１項第５号） 

  ・医療連携推進区域 

  ・参加法人が当該区域において開設する病院等（参加病院等）の機能分担及び業務連携

に関する事項 

  ・当該事項の目標に関する事項 

  ・運営方針・参加法人に関する事項 

必要事項を医療連携推進方針に記載しているか 適（資料１－４） 

２．議決権について 

（１） 病院等を開設する参加法人の数が２以上であり、病院等を開設する参加法人の議決  

権の合計が介護事業等に係る施設又は事業所を開設し、又は管理する法人の議決権の

合計を超えるものであること。 

また、参加法人の有する議決権の合計が総社員の議決権の過半数を占めているもの

であること。（法第７０条の３第１項第８号、１１号） 

＜社員の構成＞ 

 区 分 法人名等 議決権数

参

加

法

人

病院、診療所

又は介護老

人保健施設

を開設する

法人 

① 米沢市 １ 

② 一般財団法人三友堂病院 １ 

介護事業等

に係る施設

または事業

所を開設し、

または管理

する法人 

③ ― ― 

その他の社員 ④ ― ― 

議決権総数 ⑤（①～④の合計） ２ 

・病院等を開設する参加法人の議決権

及び介護事業等法人の議決権の数 

（病院等開設）   （介護事業等） 

２（①＋②）  ＞   ０（③） 

・総社員における参加法人の議決権の

割合 
１[（①＋②＋③）/⑤ ] ＞ ０．５ 
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（２）社員は、各１個の議決権を有するものであること。 

（法第７０条の３第１項第１０号） 

社員は各１個の議決権を有するものであるか 
適 

（資料１－５：定款第２１条） 

３．役員について 

（１）役員について、以下のいずれにも該当するものであること。 

（法第７０条の３第１項第１３号）

・ 理事３人以上、監事１人以上であること。 

・  各役員について、本人、配偶者、三親等内の親族及びそれに類する特殊の関係に

ある者が、役員総数の３分の１を超えて含まれることがないものであること。 

・  理事のうち少なくとも１人は、診療に関する学識経験者の団体その他の関係団体

の代表者又は診療に関する学識経験者であること。 

理事の数（３人以上） 
適（６人） 

※登記簿で確認済 

監事の数（１人以上） 
適（２人） 

※登記簿で確認済 

各役員について、本人、配偶者、三親等内の親族及び

それに類する特殊の関係にある者が、役員総数の３分

の１を超えて含まれることがないものであること

適（２５．０％） 

※次表参照 

理事のうち少なくとも１人は、診療に関する学識経験

者の団体その他の関係団体の代表者又は診療に関す

る学識経験者（医師等）であること 

適（５人） 

※次表参照 

 ＜理事・監事の氏名、所属・役職名＞ 

 氏 名 所属・役職名 親族等 医師等 

理事

大河原 真樹 米沢市副市長 － － 

渡邊 孝男 米沢市病院事業管理者 － ○ 

松本 幸夫 米沢市立病院統括副院長 － ○ 

仁科 盛之 一般財団法人三友堂病院代表理事 ○ ○ 

仁科 武人 一般財団法人三友堂病院副院長 ○ ○ 

穂坂 雅之 一般財団法人三友堂病院理事 － ○ 

監事
和 田  晋 米沢市立病院事務局長 － － 

大峽 雅男 一般財団法人三友堂病院理事 － － 
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４．運営について 

（１）医療連携推進業務を行うのに直接要する費用について、法人全体に共通して発生する

費用または法人運営のために毎年度経常的に要する費用を含めた合計額に占める事業比

率が５０％超であること。（法第７０条の３第１項第１号） 

事業比率（令和５年度収支見込み） 適（５９．６％） 

純資産増減計算内訳表 

 ① 医療連携推進業務会計の経常費用計（295,000 円）

② その他業務会計の経常費用計      （0 円）

③ 法人会計の経常費用計      （199,920 円）

事業比率 ＝ ①／（①＋②＋③） 

（２）医療連携推進業務を行うのに必要な経理的基礎及び技術的能力を有していること。 

  （法第７０条の３第１項第２号） 

【経理的基礎】 

・財務基盤の明確化について 

医療連携推進業務に要する財源は、参加法人より徴収する。 

管理経費については、参加法人より毎年徴収する会費収入で十分充当できるものだ

が、想定外の突発的な費用に対しては臨時会費を徴収し対応する。 

・経理処理・財産管理の適正性について 

 経理処理は地域医療連携推進法人会計基準に従い、貸借対照表及び損益計算書を作

成する。会計伝票及び会計帳簿、証憑関係は適切な管理のもと、主たる事務所におい

て保管する。 

財産管理についても関係法令を遵守し適切な管理を行う。 

適（収入見込みがあり、会計帳簿や財産が適切に管理され、経理的基礎を有している）

【技術的能力】

・業務実施のための技術、専門的人材や設備等の能力の確保について 

 参加法人内で人事交流を実施することで、専門的人材を確保、技術の共有を図り本

事業に活用する。 

設備については、令和５年１１月の開院に合わせ、両院が必要な設備を整備する。 

適（人事交流による専門的人材の確保や、両院が必要な設備を整備しており、技術的能

力を有している） 

（３）医療連携推進業務を行うに当たり、社員、理事、監事、職員等の関係者に対し特別の

利益（施設の利用、金銭の貸付け、資金の譲渡、給与の支給、その他財産の運用及び事

業の運営）を与えないものであること。（法第７０条の３第１項第３号） 

特別の利益を与えない 適（該当なし） 
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（４）医療連携推進業務以外の業務を実施する場合には、当該業務を行うことによって医療

連携推進業務の実施に支障を及ぼすおそれがないものであること。 

   （法第７０条の３第１項第４号） 

医療連携推進業務以外の業務が医療連携推進業務

の実施に支障を及ぼさないか 

適（医療連携推進業務以外の業

務なし） 

５．定款の記載について（資料１－５関係） 

（１）医療連携推進区域を定款で定めていること（法第７０条の３第１項第６号） 

医療連携推進区域を定款で定めているか 適（定款第４条） 

（２）社員は、参加法人及び地域において良質かつ適切な医療を効率的に提供するために必

要な者として厚生労働省令で定める者に限る旨を定款で定めているものであること。 

（法第７０条の３第１項第７号） 

①参加法人（営利を目的とする法人を除く） 

・医療連携推進区域において病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院を 

開設する法人 

・医療連携推進区域において介護事業その他の地域包括ケアシステムの構築に資

する事業に係る施設又は事業を開設し、又は管理する法人 

②地域において良質かつ適切な医療を効率的に提供するために必要な者 

     個人開業医、介護事業等を行う個人、参加法人になることを希望としない法人、 

大学等の医療従事者の養成機関の開設者、地方自治体等 

社員が、参加法人又は地域において良質かつ適切な

医療を効率的に提供するために必要な者に限る旨、

定款で定めているか 

  適（定款第８条） 

（３）社員の資格の得喪に関して、医療連携推進目的に照らし、不当に差別的な取扱いをす

る条件その他の不当な条件を付していないものであること。 

（法第７０条の３第１項第９号） 

社員の資格の得喪に関して、不当に差別的な取扱い

をする条件その他の不当な条件を付していないも

のであるか 

適（定款上該当する条件を 

付していない） 

（４） 営利を目的とする団体又はその役員と利害関係を有することにより社員総会の決議

に不当な影響を及ぼすおそれがある者を、社員、理事、監事（社員等）としない旨を

定款に定めていること。（法第７０条の３第１項第１２号） 

社員総会の決議に不当な影響を及ぼすおそれがあ

る者を社員等としない旨を定款で定めているか 
適（定款第１０条、第２６条） 
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（５）代表理事を１人置いているものであること。（法第７０条の３第１項第１４号） 

代表理事を１人置いているか 適（定款第２４条） 

（６）理事会を置いているものであること。（法第７０条の３第１項第１５号）

理事会を置いているか 適（定款第３１条） 

（７） 以下の要件を満たす地域医療連携推進評議会を置く旨を定款で定めているものであ

ること。（法第７０条の３第１項第１６号） 

・ 診療に関する学識経験者の団体の代表、学識経験者、医療・介護を受ける立場に

ある住民代表等をもって構成されるものであること。 

・ 参加法人が予算の決定等の重要な決定をするに当たって、あらかじめ、当該一般

社団法人が意見を述べるに当たり、当該一般社団法人に対し、必要な意見を述べ

ることができるものであること。 

・ 医療連携推進方針に記載している目標に照らし、業務の実施状況について評価を

行い、必要があると認めるときは、社員総会及び理事会において意見を述べるこ

とができるものであること。 

前記要件を満たす、地域医療連携推進評議会を置く

旨を定款で定めているか 
適（定款第３７～３８条） 

（８）参加法人が予算の決定、借入金、重要な資産の処分、事業計画の決定、定款変更、 

合併、分割、解散等の重要事項を決定するに当たって、あらかじめ、当該一般社団法 

人に意見を求めなければならないとする旨を定款で定めているものであること。 

（法第７０条の３第１項第１７号） 

参加法人が重要事項を決定するに当たって、あらか

じめ、当該一般社団法人に意見を求めなければなら

ない旨を定款で定めているか 

   適（定款第１２条） 

（９）医療連携推進認定の取消しの処分を受けた場合において、財産残額がある場合は、医

療連携推進認定の取消しの処分の日から、一月以内に、国、地方公共団体、公的医療

機関、社団たる医療法人であって持分のないもの又は財団たる医療法人（以下「国等」

という）に贈与する旨を定款で定めているものであること。 

（法第７０条の３第１項第１８号） 

認定取消処分を受けた場合、一月以内に贈与する旨

を定款で定めているか 
   適（定款第５６条） 



7 

（１０）清算をする場合において、残余財産を国等に帰属させる旨を定款で定めているもの 

であること。（法第７０条の３第１項第１９号） 

清算をする場合において、残余財産を国等に帰属さ

せる旨を定款で定めているか 
   適（定款第５７条） 

６．欠格事由について 

（１）医療連携推進認定の欠格事由に該当しないこと。（法第７０条の４） 

区   分 
欠格事由に

該当しない 

① 理事及び監事のうち、次のいずれかに該当する者の有無  

 イ 地域医療連携推進法人が医療連携推進認定を取り消された場

合において、その取消しの原因となった事実があった日以前１年

以内に当該地域医療連携推進法人の業務を行う理事であった者で

その取消しの日から５年を経過しないもの 

適 

ロ 医療法その他保健医療又は社会福祉に関する法律で政令で定

めるものの規定により罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わ

り、又は執行を受けることがなくなった日から起算して５年を経

過しない者 

適 

ハ 禁固以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又は刑の執

行を受けることができなくなった日から５年を経過しない者 
適 

ニ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６

号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経

過しない者（以下「暴力団員等」という。） 

適 

② 医療法第７０条の第２１第１項又は第２項の規定により医療連携推

進認定を取り消され、その取消しの日から５年を経過しないもの 
適 

③ 暴力団員等がその事業活動を支配するもの 適 



代表理事の選定の認可について

（医療法第 70条の 19）

１ 代表理事の氏名 

渡邊 孝男（わたなべ たかお）

（略歴） 

年 月 日          職   歴

昭和 49 年 3 月 31 日 東北大学医学部医学科卒業

昭和 57 年 4 月 1 日 米沢市立病院診療部 脳神経外科 医長

平成 5 年 4 月 1 日 米沢市立病院第二診療部長（脳神経外科長 兼任）

平成 7 年 7 月 23 日 参議院議員（三期）

平成 25 年 10 月 1 日 米沢市立病院長 就任

平成27年10月10日 米沢市病院事業管理者兼病院長 就任

平成 30 年 4 月 1 日 米沢市病院事業管理者 就任

令和元年 10 月 10 日 米沢市病院事業管理者 再任

令和 5 年 1 月 1 日 米沢市病院事業管理者兼病院長 就任

令和 5 年 4 月 1 日 米沢市病院事業管理者 就任

現在に至る

２ 代表理事の選定理由 

渡邊氏は、平成２７年１０月に米沢市病院事業管理者に就任以降、平成２８年６月の

地域包括ケア病棟、同年８月の訪問看護ステーション開設時、また、令和２年７月の地

域医療支援病院の指定を受ける際に、中心的な役割を担ってきた実績がある。 

そのようなことから、当法人の設立に当たり、地域医療連携推進法人制度の趣旨であ

る地域医療構想の達成や地域包括ケアシステムの構築に向けて、参加法人の中で中心的

な役割を担うことができるため。 

資料１－３ 
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医療連携推進方針 

1. 医療連携推進区域 

山形県米沢市 

2. 参加法人 

米沢市 

一般財団法人三友堂病院 

3. 理念・運営方針 

（理念） 

人口減少、少子高齢化、医療従事者の不足の状況下において、米沢市における地域医療・介

護提供体制の維持・発展に資することを目的とし、各医療機関等の医療連携を推進し、医療、

介護、在宅サービスを円滑、かつ永続的に提供することを目指す。 

（運営方針） 

参加法人において果たすべき役割を明確化し機能分担を図ることにより、地域医療、介

護サービスの提供体制の維持、強化と参加法人の経営効率化を図る。 

具体的には、以下の３点を推進する。 

① 病床機能の再編、診療機能の効率化・適正化 

② 参加法人が一体となった医療従事者の確保と人材の育成を行う環境づくり 

③ 参加法人間における人材交流、共同利用、共同購買等による協調体制 

4. 病院等相互間の機能の分担及び業務の連携に関する事項及びその目標 

(1) 医療機能の分担及び業務連携のための取組 

診療機能を集約化・機能分担を行い、患者の状態に応じて、病院間で患者の紹介、逆紹介

を進めていく。そのために、参加法人間での患者情報の共有、各病院間での横断的な入退

院調整機能を構築する。また、医療需要に応じて病床規模の適正化を図るため、病床調整

を行うことも検討する。 

(2) 地域包括ケアシステムの推進 

医療、介護、介護予防、住まい、生活支援等のサービスを包括的に提供できる地域包括ケ

アシステムの構築に向けた地域の取組を支援する。 

(3) 医療従事者の確保・育成・人材交流の取組 

米沢市内において救急医療を始め、急性期から慢性期まで安定的に医療サービスを提供

するため、地域全体で医師を始めとする医療従事者を確保・育成・人材交流する仕組みを

構築する。 

(4) 共同研修の仕組みづくり 

各病院が実施している各種研修（接遇、医療安全、クレーマー対策等）を参加病院共同で

実施することにより、研修効果の向上、受講機会の拡大、経費の削減、業務量の軽減を図

る。 
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(5) 医療機器の共同利用 

参加法人間での機能分担、重複投資の抑制を図るため、ＣＴ、ＭＲＩ等の高額医療機器に

ついては共同利用できる仕組みを構築する。 

(6) 医療材料・薬品費等の共同交渉・共同購買 

医薬品、診療材料、医療機器等の購入に際して、参加病院が共同で価格交渉等を行うこと

により、スケールメリットを活かしたコスト削減を図る。 

(7) 委託業務の共同交渉 

参加法人が個々に委託する業務について、スケールメリットを活かせるものを選定し、

共同交渉を行う。 

5. 介護事業その他地域包括ケアの推進に資する事業に関する事項 

地域包括ケアを構成する各事業所と連携し、入院患者が住み慣れた地域に戻り、在宅療養生

活へと円滑に移行できるよう体制を整備する。 

（記載上の注意事項） 

○ 「２」については、参加法人、参加病院等及び参加介護施設等の名称を記載すること。 

○ 「４」については、地域医療構想の達成の観点から参加病院等が実施する機能分担及び業務連

携について記載すること。 

○ 「５」については、医療法第70条の２第４項に基づき、参加病院等及び参加介護施設等の相互

間で業務連携を実施する場合に記載すること。 
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